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ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
と
は

　
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
と
は
、「
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
上
に
お
け
る
人
・
組
織
・
デ
ー

タ
等
の
正
当
性
を
確
認
し
、
改
ざ
ん
や
送

信
元
の
な
り
す
ま
し
等
を
防
止
す
る
仕
組

み
」
で
あ
る
（
図
表
1
）。

　
実
世
界
で
は
、
預
金
口
座
の
開
設
や
不

動
産
の
売
買
な
ど
と
い
っ
た
重
要
な
取
引

や
契
約
の
締
結
、
役
所
な
ど
公
的
機
関
へ

の
申
請
や
届
け
出
な
ど
の
手
続
き
を
行
う

際
に
、
当
事
者
の
意
思
や
本
人
性
の
確
認

と
と
も
に
第
三
者
に
対
す
る
立
証
を
可
能

と
す
る
た
め
に
、「
書
面
・
対
面
・
押
印
」

が
原
則
と
さ
れ
て
き
た
。
具
体
的
に
は
、

諸
事
項
が
記
載
さ
れ
た
書
面
に
、
当
事
者

の
合
意
や
意
思
表
示
等
の
確
認
と
し
て
署

名
・
捺
印
が
な
さ
れ
、
さ
ら
に
本
人
が
そ

れ
を
行
っ
た
こ
と
や
原
本
で
あ
る
こ
と
、

捺
印
さ
れ
た
印
鑑
が
本
人
の
も
の
で
あ
る

こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
、
本
人
と
対
面

で
手
続
き
を
行
っ
た
り
、
本
人
確
認
書
類

や
印
鑑
登
録
証
明
書
が
添
付
さ
れ
た
り
す

る
な
ど
、「
信
頼
（trust

）」
を
担
保
す

る
仕
組
み
が
存
在
す
る
。

　
こ
う
し
た
実
世
界
の
仕
組
み
と
同
様
に
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
の
バ
ー
チ
ャ
ル
空

間
で
の
人
や
組
織
、
電
子
デ
ー
タ
等
の
正

当
性
、
真
正
性
、
完
全
性
を
確
認
・
証
明

し
、
デ
ー
タ
の
改
ざ
ん
や
送
受
信
者
の
な

り
す
ま
し
等
を
防
止
す
る
技
術
的
な
仕
組

み
が
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
。
ト
ラ

ス
ト
サ
ー
ビ
ス
に
は
、
人
の
正
当
性
を
確

認
す
る
電
子
署
名
、
デ
ー
タ
の
存
在
証

明
・
非
改
ざ
ん
性
を
保
証
す
る
タ
イ
ム
ス

タ
ン
プ
、
組
織
の
正
当
性
を
確
認
す
る
e

シ
ー
ル
な
ど
が
あ
る
（
図
表
2
）。
ま
た
、

電
子
I
D
（
e
I
D
ま
た
は
デ
ジ
タ
ル

I
D
）
は
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
に
分
類
さ

れ
て
い
な
い
が
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
ア
ク
セ

ス
す
る
人
物
あ
る
い
は
組
織
が
実
在
（
身

元
確
認
）
し
、
確
か
に
ア
ク
セ
ス
等
の
権

限
を
持
つ
本
人
の
行
為
で
あ
る
こ
と
（
当

人
認
証
）
を
確
認
・
認
証
す
る
仕
組
み
で

あ
り
、
信
頼
性
が
求
め
ら
れ
る
デ
ジ
タ
ル

デ
ジ
タ
ル
社
会
の
安
全・信
頼
の
仕
組
み
、い
か
に
構
築
す
る
か

求
め
ら
れ
る
包
括
的
な
枠
組
み
の
整
備
―
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部
主
任
研
究
員

野
村
敦
子

解 説

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
は
、
非
対
面
・
非
接
触
を
可
能
と
す
る
デ
ジ
タ
ル
社
会
へ
の
移
行
を
一
段
と
加
速

さ
せ
て
い
る
。
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
当
た
り
、
デ
ー
タ
や
デ
ー
タ
の
受
発
信
者
等
の
正
当
性
・
真
正
性
、
デ
ー

タ
流
通
の
安
全
性
・
信
頼
性
等
の
確
保
が
極
め
て
重
要
な
課
題
と
な
る
。
そ
こ
で
、
利
用
者
が
安
心
か
つ
信
頼
し
て
デ
ー

タ
を
や
り
と
り
し
た
り
、
利
活
用
で
き
た
り
す
る
仕
組
み
と
し
て
、
電
子
署
名
や
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
な
ど
の
「
ト
ラ
ス
ト

サ
ー
ビ
ス
」
が
注
目
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
わ
が
国
で
は
、
個
別
サ
ー
ビ
ス
ご
と
に
ば
ら
ば
ら
に
ト
ラ

ス
ト
サ
ー
ビ
ス
へ
の
対
応
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、
統
一
的
な
枠
組
み
や
認
証
制
度
な
ど
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い
。
ト
ラ
ス

ト
サ
ー
ビ
ス
の
包
括
的
な
法
的
枠
組
み
が
求
め
ら
れ
る
中
、
欧
州
連
合
（
E
U
）
で
は
2
0
1
6
年
に
「
e
I
D
A
S
規

則
」
が
制
定
さ
れ
て
お
り
、
わ
が
国
の
参
考
に
な
ろ
う
。

の
む
ら
・
あ
つ
こ
　
88
年
早
大
政
経

学
部
卒
、同
年
三
井
銀
行（
現
三
井
住

友
銀
行
）入
行
。さ
く
ら
総
合
研
究
所

（
現
日
本
総
合
研
究
所
）産
業
調
査
部

等
を
経
て
、現
職
。注
力
テ
ー
マ
は
成

長
戦
略
、デ
ジ
タ
ル
変
革
、イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
政
策
、ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
。
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サ
ー
ビ
ス
の
入
口
に
お
い
て
必
須
の
仕
組

み
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ

ス
と
一
緒
に
議
論
す
る
必
要
が
あ
る
。

日
本
の
現
状

　
近
年
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
や
デ
ー
タ
を
産

業
や
社
会
生
活
の
あ
ら
ゆ
る
局
面
に
活
用

す
る
「
デ
ー
タ
駆
動
型
社
会
」
を
目
指
す

動
き
が
世
界
的
に
拡
大
し
て
い
る
。
こ
の

こ
と
に
加
え
、
新
型
コ
ロ
ナ
禍
を
受
け
て
、

非
接
触
・
非
対
面
を
可
能
に
す
る
デ
ジ
タ

ル
へ
の
移
行
が
一
段
と
加
速
し
て
い
る
こ

と
も
あ
り
、
日
本
で
も
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ

ス
に
関
す
る
議
論
が
活
発
化
し
て
い
る
。

　
日
本
政
府
は
、
サ
イ
バ
ー
空
間
と
現
実

世
界
を
高
度
に
融
合
さ
せ
た
「Society 

5.0

」
の
実
現
を
国
家
ビ
ジ
ョ
ン
と
し
て

掲
げ
て
い
る
。
こ
のSociety 5.0

で
は
、

自
動
運
転
や
ス
マ
ー
ト
工
場
、
ス
マ
ー
ト

シ
テ
ィ
な
ど
デ
ジ
タ
ル
技
術
と
デ
ー
タ
を

駆
使
し
た
高
度
な
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
構
築

を
目
指
し
て
い
る
が
、
デ
ー
タ
は
量
が
豊

富
で
あ
る
ば
か
り
で
な
く
、
良
質
、
最
新
、

正
確
で
、
信
頼
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
メ
ン

ト
や
オ
ン
ラ
イ
ン
医
療
、
オ
ン
ラ
イ
ン
教

育
な
ど
で
は
個
人
の
デ
ー
タ
を
取
り
扱
う

こ
と
に
な
り
、
徹
底
し
た
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

対
策
と
と
も
に
、
重
要
な
情
報
や
業
務
の

や
り
取
り
に
つ
い
て
、
実
世
界
と
同
様
に

「
本
人
確
認
」「
授
受
デ
ー
タ
の
真
正
性
」

「
取
引
事
実
の
否
認
防
止
」
等
の
仕
組
み

が
必
要
と
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
、

Society 5.0

が
目
指
す
デ
ー
タ
駆
動
型

社
会
に
お
い
て
、
デ
ー
タ
の
安
全
性
や
信

頼
性
を
担
保
す
る
仕
組
み
で
あ
る
ト
ラ
ス

ト
サ
ー
ビ
ス
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
う
ち
、
電
子
署

名
（
認
定
認
証
業
務
）
は
2
0
0
1
年
に

電
子
署
名
法
が
施
行
さ
れ
、
手
書
き
の
署

名
や
押
印
と
同
等
に
通
用
す
る
法
的
基
盤

が
整
備
さ
れ
た
。
も
っ
と
も
、
現
行
の
電

子
署
名
法
は
法
制
定
時
か
ら
ほ
と
ん
ど
改

正
さ
れ
て
お
ら
ず
、
現
在
の
デ
ジ
タ
ル
技

術
の
進
展
や
社
会
情
勢
が
反
映
さ
れ
て
い

な
い
。
加
え
て
、
法
的
解
釈
も
曖
昧
で
、

利
用
や
管
理
に
手
間
と
コ
ス
ト
が
か
か
る

な
ど
利
用
者
の
使
い
勝
手
を
考
慮
し
た
も

の
と
は
い
え
な
い
。
こ
の
た
め
、
従
来
の

ハ
ン
コ
文
化
を
覆
す
ほ
ど
の
勢
い
と
は
な

ら
ず
、
利
用
は
横
ば
い
で
推
移
し
て
い
る
。

　
そ
の
一
方
で
、
新
型
コ
ロ
ナ
禍
で
非
対

面
・
非
接
触
な
ら
び
に
脱
ハ
ン
コ
・
ペ
ー

パ
ー
レ
ス
の
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て
お
り
、

利
用
者
が
自
身
で
電
子
署
名
・
電
子
証
明

電子署名：
申請者A本人（自然人）
の行為であること

eID：
申請者Aは実在する人
物で、本人であること

eシール：
社印の代わり、B社（法
人）の行為であること

タイムスタンプ：
提出された文書は原本で
改ざんされていないこと

ウェブ認証：
このウェブサイトはB社
の正当なものであること

タイムスタンプ：
提出された文書は原本で、
改ざんされていないこと

実線：B社
点線：申請者A
が手続時に保証して
もらいたい事項

eデリバリー（電子書留）：
信頼できる送信手段

申請者A 契約先B社

A

認証局：本人確認、証明書の発行、検証等

（出所）日本総合研究所作成

〈図表1〉インターネット上で信頼を担保する仕組み（トラストサービス）のイメージ

概要

効果

種類

①双方が遠隔にいる場合でも重要な契約等が可能になり、効率化、合理化、迅速化を
実現

②紙の利用や保存にかかる手間・コスト、資源、スペース等を節減
③デジタル化に伴う不正・詐欺等を防止、犯罪を抑止
④トラストサービスを利用した新たなサービス・ビジネスの登場
など

電磁的に記録された情報（電子文書）について、作成者（個人）や
改ざんされていないことを確認できる仕組み

電子文書の発信元の組織等を確認できる仕組み

ネット利用者の本人確認、データの改ざん、送信元のなりすまし等を防止する仕組み

電子署名

電子文書が、ある時刻に存在し、その時刻以降に当該データが
改ざんされていないことを証明する仕組み

タイムスタンプ

そのウェブサイトが正当な企業等により開設されたものである
かどうかを確認することができる仕組み

ウェブサイト認証

IoT時代における各種センサーやデバイスから送信される
データのなりすまし防止等のため、モノの正当性を確認できる
仕組み

モノの認証

ログインしている人物・組織が実在（身元確認）し、当該本人であ
ることやアクセスする資格を有することを証明するもの（当人認
証）

eID
（電子識別、電子認証）

あらかじめ登録された送受信者の識別とデータの送受信日時の
正確性、送受信データの完全性を保証する仕組み

eデリバリー
（電子書留）

eシール

（注）eIDは厳密にはトラストサービスに含まれないものの、デジタルサービスで身元確
認・当人認証するための信頼を担保する仕組みの一つである。

（出所）総務省「プラットフォームサービスに関する研究会トラストサービス検討ワーキ
ンググループ中間とりまとめ」（2019年6月）、総務省「トラストサービスに関する
主な検討事項」（2019年1月）等を参考に日本総合研究所作成

〈図表2〉トラストサービスの概要と種類
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書
を
申
請
し
た
り
管
理
し
た
り
し
な
く
て

も
、
事
業
者
へ
の
指
示
に
よ
り
契
約
締
結

等
が
可
能
と
な
る
リ
モ
ー
ト
署
名
や
ク
ラ

ウ
ド
型
電
子
契
約
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
増

加
し
て
い
る
。
た
だ
、
こ
れ
ら
新
し
い
サ

ー
ビ
ス
は
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
に
あ
り
、
利
用

を
躊

ち
ゅ
う

躇ち
ょ

す
る
企
業
も
少
な
く
な
い
。
こ

う
し
た
状
況
下
、
政
府
は
新
た
な
サ
ー
ビ

ス
の
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
解
消
を
目
的
と
し
て
、

法
的
位
置
付
け
に
係
る
公
式
見
解
文
書
を

公
表
す
る
な
ど
、
電
子
署
名
の
使
い
勝
手

の
改
善
、
利
用
範
囲
の
拡
大
に
取
り
組
ん

で
い
る
。

　
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
に
関
し
て
は
、
民
間

の
認
定
制
度
（
日
本
デ
ー
タ
通
信
協
会
の

「
タ
イ
ム
ビ
ジ
ネ
ス
信
頼
・
安
心
認
定
制

度
」）
や
認
定
ス
タ
ン
プ
の
付
与
を
求
め

る
規
定
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な

が
ら
、
電
子
署
名
法
の
よ
う
な
法
規
定
は

な
く
、
法
的
確
実
性
や
事
業
の
永
続
性
が

曖
昧
な
ま
ま
で
あ
る
こ
と
な
ど
が
課
題
と

さ
れ
て
き
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
も
、
タ
イ

ム
ス
タ
ン
プ
の
制
度
と
し
て
の
信
頼
性
を

高
め
、
海
外
と
の
デ
ー
タ
流
通
を
容
易
に

す
る
観
点
か
ら
、
21
年
4
月
に
総
務
省
に

よ
り
「
時
刻
認
証
業
務
の
認
定
に
関
す
る

規
程
（
令
和
3
年
総
務
省
告
示
第
1
4
6

号
）」
が
公
布
さ
れ
、
総
務
大
臣
が
認
定

す
る
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
の
認
定
業
務
の
要

件
が
定
め
ら
れ
た
。

　
そ
れ
以
外
の
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
に
関

し
て
は
、
e
シ
ー
ル
は
総
務
省
の
「
e
シ

ー
ル
に
係
る
指
針
（
案
）」
の
公
表
（
21

年
6
月
）
に
と
ど
ま
る
な
ど
、
現
在
ま
で

の
と
こ
ろ
、
事
業
者
や
提
供
さ
れ
る
サ
ー

ビ
ス
の
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
の
制
度

が
存
在
し
て
い
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。

　
こ
の
よ
う
に
、
日
本
で
は
既
存
の
ア
ナ

ロ
グ
の
制
度
を
個
別
に
電
子
化
・
デ
ジ
タ

ル
化
す
る
形
で
ば
ら
ば
ら
に
対
応
が
進
め

ら
れ
て
き
た
た
め
、
制
度
間
で
整
合
性
に

欠
け
る
上
、
様
々
な
法
規
制
や
制
度
が
絡

む
な
ど
複
雑
化
し
て
お
り
、
利
用
者
に
と

っ
て
は
分
か
り
に
く
く
、
使
い
勝
手
の
良

い
制
度
と
な
っ
て
い
な
い
。
デ
ジ
タ
ル
社

会
の
到
来
な
ら
び
に
新
型
コ
ロ
ナ
禍
へ
の

対
応
に
迫
ら
れ
る
中
、
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ

ス
や
デ
ー
タ
基
盤
の
安
全
性
・
信
頼
性
、

サ
ー
ビ
ス
を
展
開
す
る
事
業
者
の
質
の
確

保
、
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
基
準
や
法
的

効
果
の
明
確
化
な
ど
が
喫
緊
の
課
題
と
さ

れ
て
い
る
。
一
方
で
、
政
府
は
「
信
頼
あ

る
自
由
な
デ
ー
タ
流
通
（
D
F
F
T
：

D
ata Free Flow

 w
ith Trust

）」
を
提

唱
し
て
お
り
、
技
術
・
ル
ー
ル
形
成
の
両

面
で
国
際
社
会
を
先
導
し
よ
う
と
狙
っ
て

い
る
。

　
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
枠
組
み
整
備
は

待
っ
た
な
し
の
状
況
と
い
え
、
政
府
は
21

年
6
月
に
「
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現
に
向

け
た
重
点
計
画
」
で
、
20
年
代
早
期
に
ト

ラ
ス
ト
基
盤
（
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
認

定
ス
キ
ー
ム
）
の
実
装
を
目
指
す
方
針
を

打
ち
出
し
た
。
具
体
像
は
ま
だ
明
ら
か
で

は
な
い
が
、
今
後
、
デ
ジ
タ
ル
庁
に
お
い

て
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
に
な
る 

。

E
U
の
包
括
的
な
枠
組
み「
e
I
D
A
S
」

　
E
U
で
は
、
域
内
に
デ
ジ
タ
ル
単
一
市

場
を
構
築
す
る
と
い
う
目
標
を
達
成
す
る

た
め
に
、
16
年
に
「
e
I
D
A
S
規
則
」

と
呼
ば
れ
る
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
包
括

的
な
法
的
枠
組
み
が
導
入
さ
れ
て
い
る

（
図
表
3
）。
e
I
D
A
S
規
則
は
、
電
子

申
請
や
電
子
契
約
、
オ
ン
ラ
イ
ン
決
済
な

ど
オ
ン
ラ
イ
ン
取
引
に
お
け
る
相
手
方
や

デ
ー
タ
の
内
容
の
信
頼
性
が
、
従
来
の
紙

ベ
ー
ス
の
取
引
と
同
等
で
あ
る
こ
と
を
担

保
す
る
た
め
に
、
e
I
D
や
ト
ラ
ス
ト
サ

ー
ビ
ス
の
法
的
効
力
を
認
め
る
も
の
で
、

「
規
則
（Regulation

）」
で
あ
る
こ
と
か

ら
全
て
の
加
盟
国
に
強
制
力
を
持
つ
。

e
I
D
や
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
法
的
確

実
性
を
確
保
す
る
こ
と
で
、
ビ
ジ
ネ
ス
の

効
率
化
・
合
理
化
や
、
E
U
域
内
の
国
境

を
越
え
た
オ
ン
ラ
イ
ン
取
引
の
円
滑
化
・

活
発
化
、
ひ
い
て
は
デ
ジ
タ
ル
市
場
や
デ

ジ
タ
ル
産
業
の
成
長
を
促
進
す
る
こ
と
を

目
的
と
す
る
。
そ
の
正
式
名
称
か
ら
も
分

か
る
よ
う
に
、
e
I
D
お
よ
び
電
子
署
名

や
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
な
ど
の
ト
ラ
ス
ト
サ

ー
ビ
ス
の
大
き
く
二
つ
の
分
野
を
扱
う
内

容
と
な
っ
て
お
り
、
全
て
の
サ
ー
ビ
ス
に

共
通
す
る
一
般
規
則
や
監
督
、
認
定
制
度

な
ど
と
、
個
別
の
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
定

義
や
法
的
効
果
、
要
件
な
ど
の
規
定
が
明

記
さ
れ
て
い
る
。
中
で
も
、
国
が
国
家
認

定

機

関
（
N
A
B
：N

ation
al 

Accreditation Body

）
や
適
合
性
評

価

機

関
（
C
A
B
：C

onform
ity 

Assessm
ent Body

）
を
通
じ
て
適
格

ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー

（
Q
T
S
P
）
の
認
定
に
関
与
す
る
仕
組

み
や
、
加
盟
各
国
に
作
成
・
維
持
・
公
開

を
義
務
付
け
信
頼
の
基
点
と
な
る
ト
ラ
ス

テ
ッ
ド
リ
ス
ト
（
利
用
者
や
加
盟
国
が
適

格
な
事
業
者
や
そ
の
サ
ー
ビ
ス
を
参
照
で

き
る
情
報
）
な
ど
は
、
わ
が
国
の
ト
ラ
ス

ト
基
盤
構
築
の
議
論
に
お
い
て
も
参
考
に

な
る
。

　
E
U
で
は
e
I
D
A
S
規
則
の
規
定
に

従
い
、
そ
の
実
施
内
容
の
検
証
・
評
価
・

見
直
し
を
行
っ
て
い
る
。
そ
の
報
告
書
を

見
る
と
、
成
果
と
し
て
は
、
e
I
D
や
ト

ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
こ
と
で
、

時
間
の
節
約
、
行
政
手
続
き
の
簡
素
化
、
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コ
ス
ト
の
節
減
、
サ
ー
ビ
ス
品
質
の
向
上

な
ど
の
便
益
が
も
た
ら
さ
れ
て
い
る
と
評

価
し
て
い
る
。
一
方
、
課
題
と
し
て
は
、

認
知
度
や
利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
の
不
足
、

使
い
に
く
さ
、
紙
・
対
面
を
優
先
す
る
傾

向
や
法
的
な
問
題
な
ど
が
指
摘
さ
れ
て
い

る
。
欧
州
委
員
会
で
は
、こ
う
し
た
評
価
・

課
題
を
踏
ま
え
①
加
盟
国
ご
と
の
自
発
的

な
e
I
D
に
代
わ
り
、
E
U
域
内
で
共
通

に
使
用
で
き
る
「
欧
州
デ
ジ
タ
ル
I
D
ウ

ォ
レ
ッ
ト
」
の
開
発
と
提
供
を
加
盟
国
に

義
務
付
け
②
デ
ジ
タ
ル
環
境
の
変
化
に
適

応
す
る
た
め
に
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
範

囲
を
拡
大
（
リ
モ
ー
ト
電
子
署
名
・
e
シ

ー
ル
や
電
子
ア
ー
カ
イ
ブ
、電
子
台
帳
等
）

③
他
の
E
U
規
則
や
E
U
の
戦
略
な
ど
と

の
整
合
性
を
確
保
―
な
ど
を
提
案
し
て
い

る
。

デ
ジ
タ
ル
社
会
実
現
に
向
け
た
方
向
性

　
こ
の
よ
う
に
、
E
U
で
は
ト
ラ
ス
ト
サ

ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、
全
加
盟
国
に
強
制
力

を
持
つ
統
一
的
な
法
的
枠
組
み
を
導
入
し

て
い
る
が
、
同
時
に
、
環
境
変
化
へ
の
柔

軟
な
対
応
を
重
視
し
て
い
る
。
E
U
の
こ

れ
ま
で
の
取
り
組
み
の
中
で
も
特
に
参
考

に
す
べ
き
は
①
横
断
的
な
法
制
度
②
技
術

の
基
準
と
評
価
③
事
業
の
適
合
性
評
価
・

監
査
体
制
④
公
示
の
仕
組
み
―
の
四
つ
の

視
点
に
基
づ
き
、
P
D
C
A
が
回
る
仕
組

み
と
し
て
い
る
点
で
あ
る
。
わ
が
国
の
場

合
に
は
、
電
子
署
名
法
以
外
は
法
的
効
果

が
規
定
さ
れ
て
お
ら
ず
、
制
度
や
運
用
・

技
術
の
基
準
が
曖
昧
な
た
め
に
、
提
供
さ

れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
や
準
拠
す
る
技
術

の
レ
ベ
ル
が
ば
ら
ば
ら
で
あ
っ
た
り
、
事

業
者
や
サ
ー
ビ
ス
の
永
続
性

に
不
安
が
残
る
と
い
っ
た
課

題
が
あ
る
。
そ
の
解
決
が
優

先
課
題
で
あ
り
、
E
U
の
取

り
組
み
を
参
考
に
、
国
が
関

与
・
主
導
し
て
法
的
効
果
の

付
与
や
ト
ラ
ス
ト
ア
ン
カ
ー

の
機
能
の
整
備
な
ど
に
段
階

的
に
取
り
組
む
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。
た
だ
し
、
全
て
の

業
務
や
取
引
に
実
印
と
印
鑑

証
明
書
が
必
要
と
さ
れ
る
わ

け
で
は
な
い
よ
う
に
、
情
報

や
業
務
の
重
要
性
、
取
引
や

手
続
き
の
性
質
等
に
応
じ
て
、

適
切
な
サ
ー
ビ
ス
を
選
択
す

る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ

の
対
応
策
と
し
て
、
E
U
で

も
信
頼
や
保
証
の
程
度
に
応

じ
、
各
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス

「トラストサービス」とは、通常、有料で提供される電子サービスであり、以下から構成
⒜電子署名、eシール、タイムスタンプ、電子書留送付サービスと、それらのサー
ビスに関連した電子証明書の生成、検証、妥当性確認
⒝Webサイト認証のための電子証明書の生成、検証、妥当性確認
⒞電子署名、eシール、タイムスタンプ、あるいはそれらのサービスに関連する電
子証明書の保存

◦EU域内のデジタル単一市場を形成
◦国に関係なく、企業間の電子的なやり取りを安全、迅速、効率的に行うことが
できるようにするための枠組みとして制定
◦EU域内で市民や企業がオンライン公共サービスにアクセスするために、各国
の電子IDスキームの使用を保証
◦トラストサービス市場の創設、国境を越えての機能、従来の紙ベースの証書等
と同じ法的効力を保証
◦規則で定める要件に準拠する事業者を認定する制度を導入

◦トラストサービス事業者の認定のために、各加盟国において、国家監督機関
（Supervisory Body）を設定
◦適格トラストサービス事業者の適合性を評価する機関（Conformity 
Assessment Body）を指定
◦加盟国は事業者及びサービスのリストを作成、公開する義務

◦EU規則（Regulation）として制定することにより、加盟国に強制力
◦トラストサービスに法的効力を付与

正式名称

規則とする
意義

評価・監査機能
の設置

制定

定義

目的

The Regulation on electronic identification and trust services for 
electronic transactions in the internal market（電子IDおよびトラスト
サービスに関する規則）

2016年（同時に電子署名指令を廃止）

◦利用にあたり、手間やコストがかかる
（4/5社）
◦サービスが将来にわたっても提供さ
れるか不安（3/5社）
◦法令上認められる送付時の要件を満
たすものか不明確（2/5社）

◦利用にあたり、手間やコストがかかる
（3/4社）
◦サービスが将来にわたっても提供さ
れるか不安（2/4社）
◦電子文書を長期的にきちんと保存で
きるか技術的に不安（2/4社）

◦法的効果を規定する法制度が存在し
ない（3/4社）
◦事業者の認定制度がない、事業者の
サービス永続性に不安、真正性が国
際的に認められるか不安（2/4社）

◦法的効果を規定する法制度が存在し
ない（3/4社）
◦法令上認められる保存義務の要件を
満たすものか不明確（3/4社）

◦サービスが将来にわたっても提供さ
れるか不安（4/7社）
◦利用にあたり、手間やコストがかかる
（2/7社）

◦サービスが将来にわたっても提供さ
れるか不安（5/8社）
◦真正性が国際的にも認められるもの
であるか不安（3/8社）
◦利用にあたり、手間やコストがかかる
（2/8社）

電子署名
（個人名の
電子証明書）

電子署名
（組織名の
電子証明書）

タイム
スタンプ

送受信 保存

（出所）欧州委員会ホームページ等を参考に日本総合研究所作成

〈図表3〉eIDAS規則の概要

（注）本アンケート調査は、日本経済団体連合会デジタルエコノミー推進委員会加盟企業
約160社中39社から回答。カッコ内の数字は、各トラストサービスを使用していて
「課題を感じている社数／回答社数」。

（出所）総務省トラストサービス検討ワーキンググループ「トラストサービスの利用動向に関す
るアンケート調査の結果」2019年10月

〈図表4〉トラストサービスの課題
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の
要
求
事
項
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
わ
が

国
で
も
、
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
の
多
様
な

ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
な
ら
び
に
利
用
促
進
の

観
点
か
ら
、
レ
ベ
ル
別
の
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス

な
ど
を
示
し
て
い
く
こ
と
は
検
討
に
値
す

る
で
あ
ろ
う
。

　
そ
れ
以
外
の
検
討
事
項
と
し
て
、
わ
が

国
に
お
い
て
も
共
通
に
広
く
使
用
で
き
る

デ
ジ
タ
ル
I
D
の
導
入
の
本
格
的
な
検
討
、

グ
ロ
ー
バ
ル
な
デ
ー
タ
流
通
を
視
野
に
国

際
的
な
ル
ー
ル
形
成
や
標
準
規
格
策
定
の

場
へ
の
積
極
的
な
参
画
、
ト
ラ
ス
ト
サ
ー

ビ
ス
の
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
向
け
た

官
民
の
協
力
、
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　
経
団
連
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
も
、
わ

が
国
で
は
法
制
度
で
明
確
に
規
定
さ
れ
て

い
な
い
部
分
が
あ
る
こ
と
や
サ
ー
ビ
ス
の

永
続
性
に
つ
い
て
不
安
を
感
じ
る
と
の
指

摘
が
多
い
ほ
か
、
E
U
と
同
じ
く
手
間
や

コ
ス
ト
面
の
課
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
る

（
図
表
4
）。
今
後
、
デ
ジ
タ
ル
庁
を
中
心

に
ト
ラ
ス
ト
基
盤
の
在
り
方
が
検
討
さ
れ

る
こ
と
に
な
る
。
そ
の
際
に
「
サ
ー
ビ
ス

と
し
て
の
ト
ラ
ス
ト
」、
す
な
わ
ち
ト
ラ

ス
ト
サ
ー
ビ
ス
が
広
く
理
解
さ
れ
普
及
す

る
た
め
に
は
、
利
用
者
に
と
っ
て
の
安
全

性
の
み
な
ら
ず
利
便
性
も
十
分
に
考
慮
す

る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
な
ら
な

い
。


